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はじめに
私は以前2 度ラオスに調査に入ったことがあるが、この五月連休に三度目の調査を行なった。一度目は2008 年8 月の南部サワナキット・クロン間の「東西回廊」地区の視察、二度目は2009 年-2010 年の年末年始のボーテン・フェイサイ間の「南北回廊」地区の視察、そして今回はムアンサイ、ボーテン、ルアンナムタ、ムアンシン地区の調査である。この調査は当初、中国のラオスへの経済進出の調査として単純に考えられていたものであるが、調査の進行とともに、ラオス境内の中国との国境地帯に生じている諸問題が一種の「少数民族問題」であることに気付くこととなった。というのは、これが中国国境の外で起きていることながら、経済活動において強力な中国人(漢族)と弱小なラオス人との間の経済格差が原因で様々な矛盾がこの地で発生し、それが中国少数民族地域で生じている問題と本質的に同じであることに気付いたからである。
それで、現地で実際に見た進出中国人と現地ラオス人との経済的矛盾は以下の4 種の性質を持つものであった。すなわち、
①「投資者」としての中国人と現地ラオス人との矛盾
具体的には、道路工事のために大量の中国人労働者が入境していること、新規にウドムサイ県で建設されているセメント工場でも中国人が雇われる可能性、中国との国境の町ボーテンのカジノにおいて見たラオス人ガードマンとその中国人雇用者との矛盾である。しかし、こうした労使の対立は外部の者が「期待」するほど一般的なものではなかった。考えてみれば当然のことであるが、途上国が外資を誘致しようとするのは普通のことであり、現地が嫌がっているところに外資が入っているわけでは基本的にはない。また、そこで
雇用されている現地の労働者はその雇用により収入が高くなっているからである。
②商人としての中国人と現地ラオス人との矛盾
具体的には中国人商人が現地ラオス人商人の市場を荒らしていること、また現地の農産物供給者の契約争いを巡る矛盾、多くの中国人トレーダーが非合法で事業をしていることへの不満、新しく建設中のショッピング・センターが中国人商人に占められてしまうことへの恐れ、現地タクシー業者と中国人経営ホテルの自前の送迎サービスとの矛盾などである。
③商品作物の委託生産に関わる矛盾
これは現地で生産された農産物を生産する現地農民とそれを集めて中国に輸出する中国人商人の間の矛盾であり、訪問したウドムサイ県のタバコ生産農民から中国人の買付け商人に対する不満が述べられた。彼らが言うには、中国商人がタバコを買い付けに来た際、当初に約束した価格より安い価格でしか買取りをしてくれなかったという。また、買い上げによるお金の支払いが遅れたことへの不満や化学肥料や技術指導料の支払いを求められることへの不満などもあった。こうした問題は一般的なものであり、現在より重要な商品作物として重視されているゴムの木栽培ではより明確に示されている。
中国資本に対抗できるラオス企業家の成長
しかし、以上のような各種の矛盾が発生しているとしても、そこにチベットやウイグル地区におけるような厳しさはない。そして、その原因を考えると、たとえばムアンシン地区におけるゴム植林「投資」の1/4はラオス人自身によって行なわれているなど、意外と経済的地位をラオス人が確保していることがあるように思われる。
こうした状況下で企業家として成長するラオス人もいる。たとえば、ウドムサイ県のある村では、村に通じる道を作ったということで、村の共有地を与えられ、大規模にゴム園を経営している企業家があった。また、ムアンシンの農家には自動車を持ったり、家を新築している者が多い。ゴム園での成功のおかげと思われる。あるタクシー業者は、10 年前まではハイスクールの教師だったが、タクシー業に転進し、かつ9 ヘクタールのゴム園経営者として多くの労働者を雇おうとしている。彼の祖父は中国人ということで、そうした
人間関係が企業家精神を育成している可能性がある。
さらに、ムアンシンから国境方面に進んだところにある2 つの寒村でも成長中の企業家を見た。どちらも自家用車を持ち、一方は木材の中国への運搬で儲けている。これらも中国との接触の中で企業家が成長している例である。これらの村は最も国境に近いだけに中国側に親戚や友人が多く、ゴム園への「投資」は殆ど自力でしている。
国境の街ボーテンの問題
ただし、あまりに多くの中国人が進出し、一種の「租界地」化した国境の街ボーテンの問題自体も論じないわけにはいかない。ここは、ラオス政府が設定した「特区」として、ここでは殆どの看板は漢語で書かれ、ラオス人を見つけることは難しい。ようやく、3 店のレストラン、2 店の小商店をラオス人が経営し、他に国境管理員と警官、中国人経営のホテルやカジノの従業員として働く少数のラオス人がいるが、人口の99%は中国人である。大型のビルの建設が進み、綺麗なアパートは既にラオス語の話せない、ないし話す気もな
ければ必要もない中国人入居者で満ちていた。特に不遜と思ったのは、彼らは腕時計を中国時間に合わし、中国時間で暮らしていたことである。
また、ここでの大きな問題は、来ている中国人の主要な目的が、カジノと売春となっていることである。もちろん、これら以外にもネットバーなどの健全なものもあるが、カジノも売春も合法化されていて、その結果、売春婦が路上で売春宿の電話番号と自分の番号を書いたカードを配り、道は男性と腕を組んで歩いている彼女らで満ちていた。ただし、「合法」なので、彼女らは税金も支払っているとのことである。
考えたこと
このボーテンでは両「民族」の「交錯」が殆どないので、カジノのガードマン、あるいはタクシー運転手から若干の不満が聞かれた程度であったが、事実上の「租界」なので我々外部者から見れば問題は大きい。ここでの現実を両「民族」の良好な交流と理解することはできない。
中国人移民を制御できるかどうかは難しい。ルアンナムタ県の投資計画部門の主任は不法移民をいくら警察が追い返しても翌日にはまた帰ってくると言っていた。これは基本的に中国に余剰人口があり、ラオスに仕事がある限り進行する。ゴム植林の問題は、本来的にゴム植林の余地が圧倒的に残っていることにある。
ラオス側がいかに「農民の数からしてもうゴム農園はいらない」と言っても、それは山を無益に放置しているだけの帰結となる。そのうちに、中国の自動車需要はさらに何倍にも成長し、よってゴム価格はまだまだ上昇する。その時に山林を現状のままに放置することは難しい。
したがって、唯一の望ましい道は、ラオス人が本来土地持ちであることを有利に活かすことによって、地主や資本家の立場から中国人を働かせるくらいのパワーを持つことである。困難ではあるが、ラオス内でもやり手の企業家が生じつつあることもその意味で大事である。
なお、ここでは集中的に調査を行なったラオス北部、特に中国国境近くの地区での問題を取り上げたが、ラオスの首都ビエンチャンでは、中国商人の進出がさらに大規模で、現地日本人やラオス人知識人から危惧の声を聞いた。一部には、根拠のない嫌中の噂話が広まるほど、すでに大量の中国人がここに定着し市場に大きく入り込んでいる。
このように見た時、全般的に意外と摩擦が少ないことを正確に認識した上で、しかし一部には危惧の声もあることも知らなければならない。そして、これらを全体として見ると、やはり中国の進出で「利益」を受ける人々と「不利益」を受ける人々との間での受け取り方の相違に思われてくる。前者には、契約で利益を受けた農家、雇われた労働者、現地政府関係者がおり、後者には、中国人と競合する商人、良い作物を供給できず買い叩かれたと考える農家、特に利益を得られない知識人が含まれる。
こうして他国への「従属」を「従属」と捉えるかどうかの相違が、その「従属」による利益の有無と関わっているというのは一般的である。考えてみれば、日本における「対米従属」をそう捉えるかどうかも、そのような特徴を持っている。沖縄の人々はより強く「不利益」を被っているのである。
